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人類の福祉/幸福
(human well-being)

持続可能な
社会政策

(Inclusive Wealth)

（著者作成）

環境

経済

工学

公共経済

都市計画

計量経済

気候変動

森林/緑地

エネルギー

リモート
センシング

シミュレーション

GIS

生物多様性
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1. Inclusive Wealth

Inclusive Wealth とは、

「持続可能な開発目標(SDGs)」を評価するために

国連大学と国連環境計画が共同開発した社会経済指標

Inclusive Wealth Report 2012 (UNU-IHDP & UNEP 2012)

（UN SDGs）

Inclusive Wealth の３つの特徴
① 「持続可能性」の指標

② 「投資」の指標

③ 「包括的」な指標

https://www.unenvironment.org/resources/

report/inclusive-wealth-report-2018

九州大学進学の動機

https://www.unenvironment.org/resources/report/inclusive-wealth-report-2018
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1. Inclusive Wealth

① “包括的”な指標

人工資本
（経済）

自然資本
（環境）

人的資本
（人間）

・設備
・機械
・道路 など

・教育
・健康

・天然資源
・農地
・森林

GDP

人間開発指数 (HDI)

（著者作成）

Inclusive

ＧＤＰ成長 ≠ 人間の豊かさ … ?!
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1. Inclusive Wealth

② “持続可能性”の指標

（著者作成）
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1. Inclusive Wealth

③ “投資”の指標

人的資本 自然資本人工資本

生産

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク

直
接

効
果

社会的効用

ストック 例) Inclusive Wealth

投資消費
フロー

例) GDP

Inclusive Wealth Report 2014 (UNU-IHDP & UNEP 2014) を加筆修正
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7

・卒業研究（学士論文）

・査読論文 Sustainability

https://doi.org/10.3390/su12104336

*Sustainability

出版社 ： Multidisciplinary Digital 

Publishing Institute

インパクトファクター ： 2.592 (current)

2.801 (5-year)

ランキング : 105 /250

‘Environmental Sciences’ 

(JCR category rank)

受領日：2020年5月21日
出版日：2020年5月25日

https://jcr.clarivate.com/

https://www.mdpi.com/journal/sustainability/

https://doi.org/10.3390/su12104336
https://jcr.clarivate.com/
https://www.mdpi.com/journal/sustainability/


2. インドネシアの首都移転
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<研究の背景>

2019年8月26日 閣議決定

首都移転：ジャカルタ → 東カリマンタン州

（著者作成）



2. インドネシアの首都移転
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<研究の目的>

① インドネシアの首都移転計画の包括的な予測評価

② インドネシアの首都移転への政策的貢献

③ 社会政策の評価手法への学術的貢献

<研究の新規性>

① 首都移転に関する初めての包括的な学術研究

② 移民がInclusive Wealthに及ぼす影響の初めての学術研究



2. インドネシアの首都移転
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<研究の方法 : フレームワーク>

（著者作成）

Output & 

Evaluation

Simulation model 

(System Dynamics)

Scenario (defined by increased population)

Scenario 1: the most predicted number

Scenario 2: 50% of Scenario 1

Scenario 3:   0% of Scenario 1

Case (defined by income level)

Case 0: ×1.00 (NCC**)

Case 1: ×1.03 

Case 2: ×1.06

Case 5: ×1.15 

Case 6: ×1.17 (JKT**)

...

Scenario-Case Setting*

Model

Database

Local Data

(Local Gov.)

Disaster Risk Data

(LCRI)

Labor Data

(ILO)

Population Data

(WPP)

Emission Data

(EDGAR)

Nature Data

(FAO)

Data Cleaning 

and Processing
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（著者作成）

変数

人口モデル

ダイナミック
モデル

データ
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<研究の方法 : ３つのシナリオ と ７つのケース>

（著者作成）

首都移転
予測評価

シナリオ①

シナリオ②

シナリオ③

シナリオ
追加的人口増加
（ジャカルタ, 新首都）

最も起こり得る影響

50%の影響

影響ゼロ



2. インドネシアの首都移転
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（著者作成）

<結果と考察 : Inclusive Wealth (IW)>

図. シナリオ毎の ΔIW [10億USD] (左) と Δ1人当たり値 [USD/人] (右) 

1,691億 ドル

776億 ドル

–65億 ドル

10,988 ドル/人

5,557 ドル/人

–489 ドル/人

2021–2050年
実質GDP成長高

2.41%に相当
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2. インドネシアの首都移転
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（著者作成）

<結果と考察 : 各資本>

図. シナリオ毎の人工資本・人的資本・自然資本の比較

人口
流入

人工資本 人的資本 自然資本



2. インドネシアの首都移転

15

<研究の方法 : ３つのシナリオ と ７つのケース>

（著者作成）

首都移転
予測評価

シナリオ①

シナリオ②

シナリオ③

シナリオ
追加的人口増加
（ジャカルタ, 新首都）

追加的人口増加ゼロ

持続可能性の評価

ケース（0）

ケース（6）

ケース（1）

ケース
賃金水準
（新首都）

・・・



2. インドネシアの首都移転
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<結果と考察 : 持続可能性 (Inclusive Wealth & 人的資本)>

（著者作成）

図. 新首都の賃金水準が、ΔIW(左) と Δ人的資本(右) に与える影響

賃
金
水
準
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<結論>

・ 新首都に便益をもたらす最大の要因は、
周辺地域からの追加的な人口増加である。
（人口動態に伴い、周辺地域の富は減少する）

・ 自然資本と人工資本はトレードオフ関係にあるが、

自然資本の減耗の影響は、比較的“小さい”。

・ 最も影響が大きいのは、“人的資本”である。

・ 現在の首都移転計画は、 “持続可能的でない”。



2. インドネシアの首都移転
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<政策提言 ~持続可能なwell-beingの達成に向けて~ >

◎ 持続可能性への影響度：

賃金格差縮小 ＜＜ 人口動態，人工資本の減耗率

・ 新首都地域の格差是正のため、

教育水準のボトムアップを図る。

・ 首都建設完了後の人工資本の管理により、
資本の減耗を最小限にとどめる。

・ 移転後のジャカルタへの“人口流入の抑制”により、
周辺地域の人的資本の減少の最小化を図る。



3. 今後の展望
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（著者作成）

リモートセンシング
(人工衛星, GIS)

プログラミング
(R, Java, Python)

研究② : 都市計画（大学院）研究① : インドネシアの首都移転（学部）

計量経済学
(~非時系列分析)

シミュレーション
(System Dynamics,

Agent Based, Discrete)

英語
(Reading, Writing, 

Presentation)



リモートセンシング & GIS
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https://crisp.nus.edu.sg/~research/tutorial/optical.htm

https://www.usgs.gov/media/images/gi

s-data-layers-visualization
https://doi.org/10.1371/journal.pone.0050994.g003

https://crisp.nus.edu.sg/~research/tutorial/optical.htm
https://www.usgs.gov/media/images/gis-data-layers-visualization
https://doi.org/10.1371/journal.pone.0050994.g003
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（著者作成）

リモートセンシング

プログラミング

研究② : 都市計画（大学院）研究① : インドネシアの首都移転（学部）

計量経済学シミュレーション

英語

世界の豊かさと持続可能性の可視化システム目標

研究③ (修士論文)

省力化 自動化

解析 分析政策評価 将来予測

情報収集 情報発信

全世界 リアルタイム
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①交通渋滞 ②環境汚染

③自然災害リスク ④経済と人口の集中

24（参考資料）

首都移転の理由（ジャカルタ）

(BAPPENAS 2019a)



①地理的中心

②災害リスク

25

(BAPPENAS 2019a)

（参考資料）

新首都の特徴
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(Photograph: Ulet Ifansasti/Gereenpeace)

（参考資料）

首都移転の問題

・熱帯原生林の減少 → 固有種/希少種の減少



森林減少 オラウータンの分布
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(UNEP/GRID-A 2006a; UNEP/GRID-A 2006b)

（参考資料）

首都移転の問題



<2021~2024>
・大統領府
・立法, 行政, 司法
・カルチャー パーク
・植物園

2,000

40,000

[ha]

<2024~2029>

・公務員宿舎, 医療機関
・教育機関, 学園都市
・産業集積地
・スポーツセンター, 博物館
・ショッピングモール
・軍事基地

200,000 <2030~2045>

・国立公園
・オラウータン センター
・居住区

>200,000
・副都心
・周辺都市

(Jakarta)
66,162

（BAPPENAの資料をもとに著者作成）

28（参考資料）

新首都の都市計画



Component USD (億)

1. Main Function 37.3

2. Supporting Function 170.8

3. Infrastructure 125.6

4. Land Procurement 5.8

Total 340.5

Component USD (億)

1. National Disposable Income 65.6

2. Mortgage 186.1

3. Private 89.3

Total 341.1

支
出

340.5

対GDP比

3.27%

(2018)
(World Bank 2019)

c.f. Brazil
Brasilia (1960)

2~3%
(Gordon 2006)

29

(BAPPENAS 2019a; BAPPENAS 2019b)

（参考資料）

首都移転の費用

歳
入



インドネシア全体 ジャカルタ 新首都

+
・公共投資
・経済成長率 ↑
・自然災害リスク ↓

・交通量 ↓
・環境汚染 ↓
・地盤沈下 ↓

・雇用 ↑
・人口成長率 ↑
・経済成長率 ↑

ー ・エネルギー消費 ↑
・人口成長率 ↓
・経済成長率 ↓

・環境劣化
・森林減少
・健康被害 ↑

⇒ Inclusive Wealth (IW) を用いて、
首都移転を総合的に評価.

30

（著者作成）

（参考資料）

新首都の利点と懸念点



2. インドネシアの首都移転
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<研究の方法 : System Dynamics (causal loop) モデル>

（著者作成）

（参考資料）



2. インドネシアの首都移転
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<研究の方法 : 人口モデル>

（著者作成）

新旧首都システム(系)

インドネシア
人口のフロー

= 教育資本のフロー
= 人的資本のフロー

国家公務員とその家族

ジャカルタ 新首都住民

雇用（建設部門）

移民 (BAUシナリオ)移民 (BAUシナリオ)

首都移転後の

人口回復
首都移転による

増加移民

（参考資料）



2. インドネシアの首都移転
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<研究の方法 : 人口モデル（国家公務員）>

（著者作成）

（参考資料）

図. 国家公務員1人に対するジャカルタから新首都への移民の年齢別の増加率 [%]



2. インドネシアの首都移転
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（著者作成）

（参考資料）

Age 0–4 Age 5–9 Age 10–14 Age 15–19 Age 20–24 Age 25–64

2021–2024 4.82 34.07 5.37 5.37 25.37 19.95

2025–2050 9.18 3.68 0 0 85.00 0

Total 8.60 7.73 0.716 0.72 163.72 2.66

表. 国家公務員1人に対するジャカルタから新首都への移民の年齢別の増加率 [%]

<研究の方法 : 人口モデル（国家公務員）>
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<研究の方法 : シナリオ設定>

（Quisorff 2015 と IBGE 2019 をもとに分析したデータより著者作成）

（参考資料）

Jakarta
population recovery rate

NCC
increased immigration rate

2021-2050 2021–2030 2031–2040 2041–2050

Scenario 1 90 9.93 4.78 0.75

Scenario 2 45 4.97 2.39 0.38

Scenario 3 0 0 0 0

表. 該当地域の人口に対する人口回復率(ジャカルタ)と増加移民率(新首都) [%]

Note: Scenario 1 is estimated through (Quisorff 2015; IBGE 2019). Scenario 2 has the half value of Scenario 1.

No immigration from outside the concerned system is expected in Scenario 3.
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<研究の方法 : ケース設定>

（参考資料）

Adjusted factor Note

Case 0 × 1.00 current NCC

Case 1 × 1.03

Case 2 × 1.06

Case 3 × 1.09

Case 4 × 1.12

Case 5 × 1.15

Case 6 × 1.17 current Jakarta

表. 新首都の賃金水準による7つのケース設定



インドネシアの首都移転
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Modified from Inclusive Wealth Report 2012 (UNU-IHDP & UNEP 2012)

（参考資料）

<研究の方法 : IWモデル>

𝛥𝐼𝑊𝐼 𝑡 = Δ𝑃𝐶(𝑡) + Δ𝐻𝐶(𝑡) + Δ𝑁𝐶(𝑡)

𝛥𝐼𝑊𝐼𝑝𝑙𝑢𝑠 𝑡 = 𝛥𝐼𝑊𝐼 𝑡 − Δ𝑁𝐷 𝑡

where

ΔPC(t): 時間t における人工資本の変量 [USD]

ΔHC(t): 時間t における人的資本の変量 [USD]

ΔNC(t): 時間t における自然資本の変量 [USD]

ΔND(t): 時間t における災害リスクの変量 [USD]



インドネシアの首都移転
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<研究の方法 : 人工資本モデル>

∆𝑃𝐶𝑖 𝑡 = 

𝜏=1

𝑡

𝛥𝐼𝑖
𝑘 𝑡 ∙ 1 − 𝛿𝑃𝐶 𝑡−𝜏

𝛥𝐼𝑖
𝑘 𝑡 = 𝛥𝑁𝑒𝑡𝐼𝑛𝑓𝑟𝑎𝑁𝐶𝐶 𝑡 , 𝛥𝐸𝑥𝑡𝐿𝑎𝑛𝑑𝐽𝐾𝑇 𝑡 , 𝛥𝐻𝑜𝑢𝑠𝑖𝑛𝑔𝑖 𝑡 , 𝛥𝑃𝑠𝐽𝐾𝑇 𝑡 , 𝛥𝐼𝑛𝑣𝑖 𝑡

where

𝛿𝑃𝐶 : 人工資本の資本減耗率 [%]

𝑁𝑒𝑡𝐼𝑛𝑓𝑟𝑎𝑁𝐶𝐶: 新首都のインフラ [USD]

𝐸𝑥𝑡𝐿𝑎𝑛𝑑𝐽𝐾𝑇: 公共機関移転後のジャカルタの利用可能な土地 [USD]

𝐻𝑜𝑢𝑠𝑖𝑛𝑔𝑖: 場所iの環境汚染による住宅資本の変動 [USD]

𝑃𝑠𝐽𝐾𝑇: ジャカルタの生産性の渋滞緩和による生産性の改善 [USD]

𝐼𝑛𝑣𝑖: 経済規模(GDP)による投資の変量 [USD]

（参考資料）
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<研究の方法 : 人工資本モデル（インフラ）>

𝛥𝑁𝑒𝑡𝐼𝑛𝑓𝑟𝑎𝑁𝐶𝐶 𝑡 = 1 − 𝑅𝑂𝑀 − 𝑅𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡
𝐿𝑎𝑏𝑜𝑟 ∙ 𝐼𝑛𝑣𝑁𝐶𝐶

𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡 𝑡 − 𝐿𝑜𝑎𝑛𝑃𝑏𝑘 𝑡

where

𝑅𝑂𝑀: 事業規模に対する維持管理費の割合 [%]

𝑅𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡
𝐿𝑎𝑏𝑜𝑟: 事業規模に対する雇用費用の割合 [USD]

𝐼𝑛𝑣𝑁𝐶𝐶
𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡: 新首都のインフラの投資額 [USD]

𝐿𝑜𝑎𝑛𝑃𝑏𝑘: ローン返済額 [USD]

（参考資料）
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<研究の方法 : 人工資本モデル（ジャカルタの土地）>

𝐸𝑥𝑡𝐿𝑎𝑛𝑑𝐽𝐾𝑇 𝑡 = ቐ
𝑃𝐽𝐾𝑇
𝑙𝑎𝑛𝑑 ∙ ( 𝛥𝐴𝐽𝐾𝑇

𝑒𝑥𝑡 / 𝑇𝐽𝐾𝑇
𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡 ), 0 < 𝑡 ≤ 𝑇𝐽𝐾𝑇

𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡

0 , 𝑇𝐽𝐾𝑇
𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡 ≤ 𝑡 ≤ 𝑇

where

𝑃𝐽𝐾𝑇
𝑙𝑎𝑛𝑑: ジャカルタの単位当たりの地価 [USD/m2]

𝐴𝐽𝐾𝑇
𝑒𝑥𝑡 : 首都移転後にジャカルタで利用可能な土地面積 [m2]

𝑇𝐽𝐾𝑇
𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡: 首都移転にかかる期間 [year]

（参考資料）
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<研究の方法 : 人工資本モデル（住宅資本）>

𝛥𝐻𝑜𝑢𝑠𝑒𝑖 𝑡 =
𝑃𝑜𝑝𝑖 𝑡

𝐻𝑜𝑢𝑠𝑒𝑆𝑖(𝑡)
∙ 

𝑚

𝛼ℎ𝑜𝑠𝑢𝑒
𝑙 ∙ 𝛥𝐶𝑖

𝑙 𝑡

where

𝑃𝑜𝑝: 人口 [person]

𝐻𝑜𝑢𝑠𝑒𝑆: 世帯当たりの人数 [person/house]

𝛼ℎ𝑜𝑠𝑢𝑒
𝑙 : 汚染物質lに対する住宅価格の減少係数 [USD/(μg/m3)]

𝐶𝑙:汚染物質lの濃度 [μg/m3]

（参考資料）
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<研究の方法 : 人工資本モデル（ジャカルタの生産性）>

∆𝑃𝑠𝐽𝐾𝑇 𝑡 = 𝛼𝐽𝐾𝑇
𝑝𝑟𝑑

∙ 𝛼𝐽𝐾𝑇
𝑡𝑟𝑖𝑝

∙ 𝐴𝑤𝑜𝑟𝑘 ∙ 𝛥𝑉ℎ𝑐𝐽𝐾𝑇 𝑡

where

𝛼𝐽𝐾𝑇
𝑝𝑟𝑑

: １トリップ当たりの生産性の減少額 [USD/trip]

𝛼𝐽𝐾𝑇
𝑡𝑟𝑖𝑝

: 1自動車当たりのトリップの増加数 [(trip/day)/number]

𝐴𝑤𝑜𝑟𝑘: 1年あたりの自動車稼働日数 [day/year]

𝑉ℎ𝑐𝐽𝐾𝑇: 登録自動車数 [number]

（参考資料）
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<研究の方法 : 人工資本モデル（投資）>

∆𝐼𝑛𝑣𝑖 𝑡 = 𝛼𝑖
𝐼𝑛𝑣 ∙ 𝛥𝐺𝐷𝑃𝑖 𝑡

∆𝐺𝐷𝑃𝑖 𝑡 = ∆𝐻𝑜𝑢𝑠𝑒𝑆𝑝𝑒𝑖 𝑡 = 𝛼𝑖
𝐺𝐷𝑃 ∙ 𝛥𝑃𝑜𝑝𝑖 𝑡

where

𝛼𝑖
𝐼𝑛𝑣: GDPに占める投資の割合 [%]

𝛼𝑖
𝐺𝐷𝑃: 1人当たりの家庭消費(政府移転含) [USD/person]

𝐴𝑤𝑜𝑟𝑘: 1年あたりの自動車稼働日数 [day/year]

𝐺𝐷𝑃𝑖: 地域総生産 [USD]

（参考資料）
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<研究の方法 : 人的資本モデル>

∆𝐻𝐶𝑖 𝑡 = ቊ
∆𝐸𝑑𝑢𝑖 𝑡 + ∆𝐻𝑒𝑎𝑙𝑡ℎ𝑖 𝑡 + ∆𝑀𝑒𝑑𝑖𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖 , 𝑖 = 𝐽𝐾𝑇

∆𝐸𝑑𝑢𝑖 𝑡 + ∆𝐻𝑒𝑎𝑙𝑡ℎ𝑖 𝑡 + ∆𝑀𝑒𝑑𝑖𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖 + ∆𝐸𝑚𝑝𝑖 𝑡 , 𝑖 = 𝑁𝐶𝐶

where

𝐸𝑑𝑢 : 教育資本 [USD]

𝐻𝑒𝑎𝑙𝑡ℎ: 健康資本 [USD]

𝑀𝑒𝑑𝑖𝐶𝑜𝑠𝑡: 医療費 [USD]

𝐸𝑚𝑝: 建設部門の雇用 [USD]

（参考資料）
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<研究の方法 : 人的資本モデル（教育資本）>

𝛥𝐸𝑑𝑢𝑖 𝑡 = 𝑒 𝐴𝑡
𝑠∙𝜌 ∙ 𝑃𝑜𝑝𝑖,1

𝑠,15+ ∙ න
𝑡

𝑇𝑤𝑜𝑟𝑘

𝑟𝑖,1
𝑠 ∙ 𝑒−𝛿

𝐻𝐶∙𝑡 𝑑𝑡

− 𝑒(𝐴𝑡
𝑠∙𝜌) ∙ 𝑃𝑜𝑝𝑖,0

𝑠,15+ ∙ න
𝑡

𝑇𝑤𝑜𝑟𝑘

(𝑟𝑖,0
𝑠 ∙ 𝑒−𝛿

𝐻𝐶∙𝑡) 𝑑𝑡

where

𝐴𝑠: 部門s の教育年数 [year]

𝑃𝑜𝑝𝑠,15+:部門sの人口 [person]

ഥ𝑟𝑠: 1部門s の平均年収 [USD/year]

𝑇𝑤𝑜𝑟𝑘: 残りの雇用年数 [year]

𝜌: 教育の利率 [%], 𝛿𝐻𝐶: 教育資本の減耗率 [%]

（参考資料）
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<研究の方法 : 人的資本モデル（健康資本）>

𝛥𝐻𝑒𝑎𝑙𝑡ℎ𝑖 𝑡 = 𝛥𝑀𝑜𝑟𝑡𝑎𝑙𝑖𝑡𝑦𝑖 𝑡 + 𝛥𝑅𝐴𝐷𝑖 𝑡

𝛥𝑀𝑜𝑟𝑡𝑎𝑙𝑖𝑡𝑦𝑖 𝑡 = 

𝑢=𝑡−1

𝑑1 𝑡 −𝑎1 𝑡

𝑉𝑆𝐿𝑖,1 𝑡 ∙

𝑙

𝛼𝑖
𝑙,𝑚𝑡𝑟 𝑡 ∙ 𝐶𝑀 ∙ 𝐶𝑖,1

𝑙 𝑡 ∙ 𝑃𝑜𝑝𝑖,1 𝑡

− 

𝑢=𝑡−1

𝑑0 𝑡 −𝑎0 𝑡

𝑉𝑆𝐿𝑖,0 𝑡 ∙

𝑙

𝛼𝑖
𝑙,𝑚𝑡𝑟 𝑡 ∙ 𝐶𝑀 ∙ 𝐶𝑖,0

𝑙 𝑡 ∙ 𝑃𝑜𝑝𝑖,0 𝑡

𝛥𝑅𝐴𝐷𝑖 𝑡 = 𝑟𝑖
𝑚𝑖𝑛 ∙ 𝛼𝑖

𝑃𝑀10,𝑅𝐴𝐷 𝑡 ∙ 𝐶𝑖,1
𝑃𝑀10 𝑡 ∙ 𝑃𝑜𝑝𝑖,1 𝑡 ∙ 𝑃𝑎𝑖,1 𝑡 

𝑢=𝑡−1

𝑗1 𝑡

(1 − 𝛿𝐻𝐶)𝑗1 𝑡

− 𝑟𝑖
𝑚𝑖𝑛 ∙ 𝛼𝑖

𝑃𝑀10,𝑅𝐴𝐷 𝑡 ∙ 𝐶𝑖,0
𝑃𝑀10 𝑡 ∙ 𝑃𝑜𝑝𝑖,0 𝑡 ∙ 𝑃𝑎𝑖,0 𝑡 

𝑢=𝑡−1

𝑗0 𝑡

1 − 𝛿𝐻𝐶 𝑗0 𝑡

where 𝑉𝑆𝐿: Value of Statistical Life [USD]. 𝐶𝑀: Crude Mortality rate [%]. 𝐶𝑙:汚染物質l の濃度 [μg/m3].

𝑃𝑜𝑝: 人口 [person]. 𝑃𝑎: 人口に占める15歳以上の割合 [%]. 𝑟𝑚𝑖𝑛: 最低賃金 [USD/year]. 

𝑑: 平均寿命 [year]. 𝑎: 平均年齢 [year]. 𝑗: 平均余命 [year]. α𝑙,𝑚:病気m に関する汚染物質l の係数.

（参考資料）
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<研究の方法 : 人的資本モデル>

∆𝑀𝑒𝑑𝑖𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖 𝑡 = 

𝜏=1

𝑡

𝛥𝑚𝑒𝑑𝑖𝑐𝑜𝑠𝑡𝑖
𝑙 𝑡 ∙ 1 − 𝛿𝑃𝐶 𝑡−𝜏

𝛥𝑚𝑒𝑑𝑖𝑐𝑜𝑠𝑡𝑖
𝑙 𝑡 = 

𝑙,𝑚

𝛼𝑖
𝑙,𝑚 𝑡 ∙ 𝐶𝑖,1

𝑙 𝑡 ∙ 𝑃𝑜𝑝𝑖,1 𝑡 −

𝑙,𝑚

𝛼𝑖
𝑙,𝑚 𝑡 ∙ 𝐶𝑖,0

𝑙 𝑡 ∙ 𝑃𝑜𝑝𝑖,0 𝑡

where

𝛿𝑃𝐶 : 人工資本の資本減耗率 [%] (医療費削減分を人工資本に投資すると仮定)

𝛼𝑖
𝑙,𝑚

: 病気m に関する汚染物質l の係数新

𝐶𝑙:汚染物質l の濃度 [μg/m3].

𝑃𝑜𝑝: 人口 [person]

（参考資料）
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<研究の方法 : 人的資本モデル（建設部門の雇用）>

𝛥𝐸𝑚𝑝𝑖 𝑡 =
σ
𝑡=1,𝑗=0

𝑇𝑁𝐶𝐶
𝐶𝑜𝑛𝑠𝑡,𝑇𝑁𝐶𝐶

𝐶𝑜𝑛𝑠𝑡−1
𝑒 𝐴𝑡

𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡∙𝜌 ∙ 𝐿𝑁𝐶𝐶
𝐶𝑜𝑛𝑠𝑡 ∙ 𝑡

𝑇𝑁𝐶𝐶
𝐶𝑜𝑛𝑠𝑡

𝑟𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡 ∙ 𝑒
−𝛿𝐻𝐶∙(𝑡−𝑗) 𝑑𝑡

𝑇𝑁𝐶𝐶
𝐶𝑜𝑛𝑠𝑡

where

𝐴𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡: 建設部門の教育年数 [year]

𝐿𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡:建設部門の雇用需要 [person]

𝑟𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡: 建設部門の平均年収 [USD/year]

𝑇𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡: 首都建設の期間 [year]

𝜌: 教育の利率 [%], 𝛿𝐻𝐶: 教育資本の減耗率 [%]

（参考資料）
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<研究の方法 : 自然資本モデル>

∆𝑁𝐶𝑖 𝑡 = ቊ
∆𝐹𝑢𝑒𝑙𝑖 𝑡 , 𝑖 = 𝐽𝐾𝑇

∆𝐶𝑟𝑜𝑝𝑖 𝑡 + ∆𝑇𝑖𝑚𝑖 𝑡 + ∆𝑁𝑇𝐹𝑃𝑖 𝑡 , 𝑖 = 𝑁𝐶𝐶

where

𝐹𝑢𝑒𝑙 : 化石燃料資源 [USD]

𝐶𝑟𝑜𝑝: 農地資源 [USD]

𝑇𝑖𝑚: 木材資源 [USD]

𝑁𝑇𝐹𝑃: 非木材の森林資源 [USD]

（参考資料）
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<研究の方法 : 自然資本モデル（化石燃料）>

∆𝐹𝑢𝑒𝑙𝐽𝐾𝑇 𝑡 = − 𝛼𝐽𝐾𝑇
𝑓𝑢𝑒𝑙

∙ 𝛼𝐽𝐾𝑇
𝑡𝑟𝑖𝑝

∙ 𝐴𝑤𝑜𝑟𝑘 ∙ 𝛥𝑉ℎ𝑐𝐽𝐾𝑇 𝑡

where

𝛼𝐽𝐾𝑇
𝑓𝑢𝑒𝑙

: ジャカルタの交通渋滞による化石燃料損失の係数

𝛼𝐽𝐾𝑇
𝑡𝑟𝑖𝑝

: 1自動車当たりのトリップの増加数 [(trip/day)/number]

𝐴𝑤𝑜𝑟𝑘: 1年あたりの自動車稼働日数 [day/year]

𝑉ℎ𝑐𝐽𝐾𝑇: 登録自動車数 [number]

（参考資料）
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<研究の方法 : 自然資本モデル（農地資源）>

𝛥𝐶𝑟𝑝𝑁𝐶𝐶 t = 𝛥𝑆𝐼𝑛𝑑𝑜𝑛𝑒𝑠𝑖𝑎
𝑐𝑟𝑝

t ∙ 𝐴𝑁𝐶𝐶
𝑐𝑟𝑝

𝑡

𝛥𝑆𝐼𝑛𝑑𝑜𝑛𝑒𝑠𝑖𝑎
𝑐𝑟𝑝

t = 

𝑢=1

∞
𝛥𝐹𝐼𝑛𝑑𝑜𝑒𝑛𝑠𝑖𝑎

𝑐𝑟𝑝
𝑡

1 + 𝛿𝑐𝑟𝑝 𝑢

𝛥𝐹𝐼𝑛𝑑𝑜𝑛𝑒𝑠𝑖𝑎
𝑐𝑟𝑝

𝑡 =
𝑅𝑐𝑟𝑝𝐺𝑟𝑤

𝐴𝐼𝑛𝑑𝑜𝑛𝑒𝑖𝑎
𝑐𝑟𝑝

𝑡


𝑠=1

𝑠𝑝𝑒𝑐𝑖𝑒𝑠

𝑃𝑠,𝐼𝑛𝑑𝑜𝑛𝑒𝑠𝑖𝑎
𝑐𝑟𝑝

𝑡 ∙ 𝛥𝑄𝑠,𝐼𝑛𝑑𝑜𝑛𝑒𝑠𝑖𝑎
𝑐𝑟𝑝

𝑡

𝛥𝑄𝑠,𝐼𝑛𝑑𝑜𝑛𝑒𝑠𝑖𝑎
𝑐𝑟𝑝

𝑡 = 𝑄𝑠,𝐼𝑛𝑑𝑜𝑛𝑒𝑠𝑖𝑎
𝑐𝑟𝑝

𝑡 ∙ 1 − 𝑅𝑐𝑟𝑝𝑙𝑜𝑠𝑠 𝑡

where

𝛼𝐽𝐾𝑇
𝑓𝑢𝑒𝑙

: ジャカルタの交通渋滞による化石燃料損失の係数

𝛼𝐽𝐾𝑇
𝑡𝑟𝑖𝑝

: 1自動車当たりのトリップの増加数 [(trip/day)/number]

𝐴𝑤𝑜𝑟𝑘: 1年あたりの自動車稼働日数 [day/year]

𝑉ℎ𝑐𝐽𝐾𝑇: 登録自動車数 [number]

（参考資料）
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<研究の方法 : 自然資本モデル（木材資源）>

𝛥𝑇𝑖𝑚𝑁𝐶𝐶 𝑡 =

𝑃𝑡𝑖𝑚 ∙ 𝛥𝐴𝑁𝐶𝐶
𝑓𝑟𝑠

∙ 𝑅𝑟𝑒𝑛𝑡𝑎𝑙 −
𝑃𝑡𝑖𝑚 ∙ 𝐴𝑁𝐶𝐶

𝐶𝑜𝑟𝑒

𝑇𝑁𝐶𝐶
𝐶𝑜𝑟𝑒𝐶𝑜𝑛𝑠𝑡 , 0 ≤ 𝑡 ≤ 𝑇𝑁𝐶𝐶

𝐶𝑜𝑟𝑒𝐶𝑜𝑛𝑠𝑡

𝑃𝑡𝑖𝑚 ∙ 𝛥𝐴𝑁𝐶𝐶
𝑓𝑟𝑠

∙ 𝑅𝑟𝑒𝑛𝑡𝑎𝑙 −
𝑃𝑡𝑖𝑚 ∙ 𝐴𝑁𝐶𝐶 − 𝐴𝑁𝐶𝐶

𝐶𝑜𝑟𝑒

𝑇𝑁𝐶𝐶
𝐶𝑜𝑟𝑒𝐶𝑜𝑛𝑠𝑡 − 𝑇𝑁𝐶𝐶

𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡 , 𝑇𝑁𝐶𝐶
𝐶𝑜𝑟𝑒𝐶𝑜𝑛𝑠𝑡 ≤ 𝑡 ≤ 𝑇𝑁𝐶𝐶

𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡

𝑃𝑡𝑖𝑚 ∙ 𝛥𝐴𝑁𝐶𝐶
𝑓𝑟𝑠

∙ 𝑅𝑟𝑒𝑛𝑡𝑎𝑙 , 𝑇𝑁𝐶𝐶
𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡 < 𝑡 ≤ 𝑇

where

𝑃𝑡𝑖𝑚: 単位面積当たりの木材価格 [USD/ha]. 𝐴𝑁𝐶𝐶
𝑓𝑟𝑠

: 森林面積 [ha].

𝐴𝑁𝐶𝐶
𝐶𝑜𝑟𝑒: 新首都1次開発地の面積 [ha]. 𝐴𝑁𝐶𝐶: 新首都全体の面積 [ha].

𝑇𝑁𝐶𝐶
𝐶𝑜𝑟𝑒𝐶𝑜𝑛𝑠𝑡:新首都1次開発の年数 [year]. 𝑇𝑁𝐶𝐶

𝐶𝑜𝑛𝑠𝑡 : 新首都開発の合計年数 [year]

𝑅𝑟𝑒𝑛𝑡𝑎𝑙: 森林のレンタル率 [%]. 

（参考資料）
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<研究の方法 : 自然資本モデル（非木材資源）>

𝛥𝑁𝑇𝐹𝑃𝑁𝐶𝐶 𝑡 = 

𝜏=𝑡

∞
𝑃𝑁𝑇𝐹𝑃 ∙ 𝛥𝐴𝑁𝐶𝐶

𝑓𝑟𝑠
𝜏 ∙ 𝑅𝑓𝑟𝑎

1 + 𝛿𝑁𝑇𝐹𝑃 𝜏−𝑡

where

𝑃𝑁𝑇𝐹𝑃: 単位面積当たりの非木材価格 [USD/ha/year]

𝐴𝑁𝐶𝐶
𝑓𝑟𝑠

: 森林面積 [ha]

𝑅𝑓𝑟𝑎: 全森林面積に占める非木材資源の恩恵を受ける割合 [%]

𝛿𝑁𝑇𝐹𝑃: 非木材資源の減耗率 [%]

（参考資料）
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<研究の方法 : 災害リスクモデル>

∆𝑁𝐷𝑖 𝑡 = 𝛼𝑖
𝑁𝐷 ∙ ∆𝐺𝐷𝑃𝑖 𝑡

where

𝛼𝑖
𝑁𝐷: 潜在的な災害リスクによるGDPに対する損害 [%]

∆𝐺𝐷𝑃: 地域総生産 [USD]

（参考資料）
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（著者作成）

（参考資料）

汚染物質における回帰分析のフローチャート

Autoregression test
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Significance check
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Success
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The number of 
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Fail

Selection

FINISH
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fail

fail

fail

fail

pass

pass

single

multi



Model Testing

1. Boundary Adequacy

2. Structure Assessment

3. Dimensional Consistency

4. Parameter Assessment

5. Extreme Conditions

6. Integration Error

56

(Sterman 2000)

（参考資料）

7. Behavior Reproduction

8. Behavior Anomaly

9. Family Member

10. Surprise Behavior

11. Sensitivity Analysis

12. System Improvement
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（著者作成）

（参考資料）

<Behavior Reproduction (Population)>

図. 2020–2050年のインドネシアの合計人口(左) と 出生数(シナリオ1) [百万人]
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（著者作成）

（参考資料）

<Behavior Reproduction (Population)>



2. インドネシアの首都移転

59

（著者作成）

（参考資料）

<Sensitivity Analysis (best and worst scenario)>

図. 総合的な Sensitivity Analysis (シナリオ1) [10億ドル]
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（著者作成）

（参考資料）

<Sensitivity Analysis (best and worst scenario)>

図. 人口動態の Sensitivity Analysis (シナリオ1) [10億ドル]
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（著者作成）

（参考資料）

<Sensitivity Analysis (best and worst scenario)>

図. 大気汚染の Sensitivity Analysis (シナリオ1) [10億ドル]
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（著者作成）

（参考資料）

<結果 : シナリオ①>

図. シナリオ1の変量： 総計[10億USD] (左) と 1人当たりの値 [USD/人] (右)
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（著者作成）

（参考資料）

<結果 : シナリオ②>

図. シナリオ2の変量： 総計[10億USD] (左) と 1人当たりの値 [USD/人] (右)
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（著者作成）

（参考資料）

<結果 : シナリオ③>

図. シナリオ3の変量： 総計[10億USD] (左) と 1人当たりの値 [USD/人] (右)
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（著者作成）

（参考資料）

<結果 : 人工資本>

図. シナリオ毎の Δ人工資本 [10億USD] (左) と Δ1人当たり人工資本 [USD/人] (右)
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（著者作成）

（参考資料）

<結果 : 人的資本>

図. シナリオ毎の Δ人的資本 [10億USD] (左) と Δ1人当たり人的資本 [USD/人] (右)
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（著者作成）

（参考資料）

<結果 : 自然資本>

図. シナリオ毎の Δ自然資本 [10億USD] (左) と Δ1人当たり自然資本 [USD/人] (右)
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<結果と考察 : 各資本の割合>

（著者作成）

図. シナリオ毎のIWに対する各資本の割合 [%]

（参考資料）
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（著者作成）

<結果と考察 : ジャカルタと新首都のトレードオフ関係>

図. シナリオ１のジャカルタと新首都の比較： 総計値(左) と 1人当たり値(右)

（参考資料）

Note: NCC=新首都. JKT=ジャカルタ
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<結果と考察 : 持続可能性 (教育資本)>

（著者作成）

図. 新首都の賃金水準が、教育資本(左) と 1人当たり教育資本(右) に与える影響

（参考資料）
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<結果と考察 : 持続可能性 (人的資本)>

（著者作成）

図. 新首都の賃金水準が、人的資本(左) と 1人当たり人的資本(右) に与える影響

（参考資料）
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<結果と考察 : 持続可能性 (IW)>

（著者作成）

図. 新首都の賃金水準が、IW(左) と 1人当たりIW(右) に与える影響

（参考資料）
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<結果と考察 : 持続可能性 (まとめ)>

（著者作成）

表. 新首都の賃金水準が、持続可能性と2050年の便益に与える影響

持続可能性 2050年の便益

Case 賃金水準 [倍] Case 賃金水準[倍]

教育資本 Case 6 1.17 (JKT) Case 6 1.17 (JKT)

人的資本 N/A - N/A -

Inclusive Wealth N/A - Case 3 1.09

1人当たり教育資本 Case 6 1.17 (JKT) Case 5 1.15

1人当たり人的資本 N/A - Case 6 1.17 (JKT)

1人当たりIW N/A - Case 3 1.09

Note: 賃金水準=現在の新首都の賃金水準に対する改善水準[倍]. JKT=現在のジャカルタの賃金水準. 

NCC=現在の新首都の賃金水準. N/A=該当するcaseなし. 

（参考資料）
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（著者作成）

（参考資料）

<結果 : 人口（ジャカルタ）>
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（著者作成）

（参考資料）

<結果 : 人口（新首都）>
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（著者作成）

（参考資料）

<結果 : 汚染物質の変量（ジャカルタ+新首都）>


